





















































































　ワタミの正社員であった M 氏は、月 141 時間という残業を強制され、入
社 2 カ月後に精神疾患を患い、過労自殺をした。M 氏は連続 7 日間の深夜
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労働を行い、午後 3 時から午前 3 時半の閉店まで 12 時間の勤務をした。閉
店後も社宅が遠方のため、始発電車まで休憩室のない店で待つような状態で






成 20 年 6 月に過労自殺した女性 M 氏＝当時（26）＝がのこした手帳の文面
だ。日付は 5 月 15 日。M 氏は入社後 1 カ月半でこれを書き、1 カ月もたた
ずに亡くなった。調理研修がほとんど行われないまま神奈川県横須賀市の店
舗に配属され、刺し身などを作る最もハードな「刺場」を任された。開店前



















（産経新聞、2013 年 7 月 17 日）
（２）ウエザーニュース社員過労自殺事件
　気象予報をテレビやネットに配信する「ウェザーニューズ」社（東京都港




改善を行うことも約束した。訴状では、男性は 2008 年 4 月から正社員とし
て、テレビ局に送信する天気予報原稿の作成業務に従事し、半年間でおよそ




てほしい」と話した。 （京都民報、2010 年 12 月 14 日）
（３）電通社員過労自殺訴訟
　最高裁判所は、2000 年 3 月 24 日に電通に勤務していた元社員 S 氏（24 歳）
が過労のうえ、自殺し、同社に損害賠償を求めていた事件で同社の責任を認













（最高裁第 2 小法廷、平成 12 年 3 月 24 日判決）
　以上の 3 件の事件は、企業社員の過労による自殺である。年間 32,155 名
の自殺者の内、勤務上の悩みが原因で自殺者は 2,472 名である。（警察庁統
計資料、平成 25 年 3 月「平成 24 年中における自殺の状況」）そのうち、厚
生労働省の取りまとめた「脳・心臓疾患と 精神障害の労災補償状況（2013
年度）」によると、うつ病などの精神障害の支給決定件数は 325 件（前年比

















タミの経営者が記した文書には「365 日 24 時間死ぬまで働け」とあったと















になるかを決めるシステムがあった。新入社員約 40 名のうち、年に 1 名～
2 名しか経営職にはなれなかった。それで、K 氏は必死に働いたという。午
前 8 時に出社し、毎日午後 11 時以降まで勤務が続いたという。ときには、
深夜午前 2 時ごろまで勤務したともいう。しかし、上司の評価は厳しく、言
葉のパワハラもあり、次第に精神的に追い詰められていったという。そして、
入社半年後の 10 月 1 日に、上司より経営職になることが難しいことを告げ
られた。そして、翌日に自殺するに至ったのである。K 氏の兄の弟の思い出
の中で、小学校 3 年生のころに、雪が降り、K 氏は積もった雪を見てはしゃ
ぎ、庭の雪を物差しで測っていたという。ノートに毎日の天気や積雪、そし
て予想を記述していたという。（朝日新聞、2013 年 2 月 16 日）K 氏は小学
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て 1990 年 4 月に電通に入社した。ラジオ広告の企画と営業の業務に就いた。























1 日から 23 日までほとんど毎日、長時間労働に就き、1991 年 8 月 27 日に入









































































































（Center for Civic Education）が市民と政府のための全国標準要領（National 








































































































































































































　また、2010 年 11 月に発行した社会的責任の「国際規格 IS26000」の企業
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法 25 条 1 項で国民は最低限度の生活を営む権利が認められている。そして、
第 27 条で勤労の義務が課されている。同 25 条 2 項では、国は、すべての生
活部面について、社会福祉、社会保障、及び公衆衛生の向上及び増進に努め
なければならないと定めている。





　次に、憲法は労働基準（第 7 条 2 項）と労働基本権（第 28 条）とを規定





































































リスボン戦略と EU の取り組みについて』大阪教育大学紀要、第 IV 部門、
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